
     
 
   国立大学法人大分大学嘱託職員就業規則 

平成２５年１２月２５日制定 

平成２５年規則第２４号 

 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人大分大学法人規則（平成１８年規則第４号。以下「法人規則」

という。）第１５条の規定により，国立大学法人大分大学（以下「法人」という。）に勤務す

る嘱託職員の就業に関し必要な事項を定める。 

２ この規則に定めのない事項については，労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基

法」という。）その他関係法令及び内部規則の定めるところによる。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規則において，嘱託職員とは，法人規則第４条第２項第１１号に規定する嘱託職員

をいう。 

 

（嘱託職員の種類等） 

第３条 嘱託職員の種類は，その勤務時間ごとに，次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１） １日の所定勤務時間が７時間４５分の嘱託職員（以下「一号嘱託職員」という。） 

 （２） １日の所定勤務時間が７時間の嘱託職員（以下「二号嘱託職員」という。） 

２ 前項各号の嘱託職員の分類，標準的な職務，本給月額等は，別表のとおりとする。 

  

（遵守義務） 

第４条 法人及び嘱託職員は，この規則を誠実に遵守し，その業務に当たらなければならない。 

 

   第２章 任免 

（対象者） 

第５条 嘱託職員になることができる者は，次の各号のいずれかに該当する者（以下「嘱託希望

者」という。）とする。 

（１） 国立大学法人大分大学職員就業規則（平成１６年規則第５号。以下「職員就業規則」

という。）第２３条の規定により，職員が６０歳（労務職員については６３歳）に達し

た日以降，定年前に退職し，引き続き嘱託職員としての採用を希望し，定年退職日の６

月前までに学長に採用の希望を申し出た者 

（２） 法人以外の国立大学法人等（以下「他大学」という。）に勤務し，当該他大学が規定

する定年により退職した，又は６０歳（労務職員については６３歳）に達した日以後に

おける最初の３月３１日以降に退職をした後，法人において嘱託職員としての採用を希

望し，学長が認める者 

（３） その他学長が必要と認める者 

２ 前項第１号に定める嘱託希望者は，二号嘱託職員として採用するものとする。 

 

（採用等） 

第６条 学長は，嘱託希望者に対し，次の各号のいずれかに該当する場合を除き，個別に労働条

件を提示することとする。 

（１） 前条第１号の嘱託希望者のうち，退職前の勤務成績又は業務能 率が著しく不良で，

向上の見込みがなく，他の職務にも転換できない等就業に適さないと認められるとき。 

（２） 精神又は身体の障害については，適正な雇用管理を行ったが，雇用の継続に配慮して

もなお業務に耐えられないと認められるとき。 

（３） 前各号に規定する場合のほか，その職務に必要な適性を欠くと認められるとき。 

（４） 法人の運営上やむを得ない事由又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事由に

より，事業の縮小・転換又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ，他の職務に転換させるこ

とが困難なとき。 



     
 
２  学長は，嘱託職員を採用する場合又は第８条第２項の規定により労働契約の期間を更新する

場合は，次に掲げる各号を記載した労働条件を交付し，労働契約を締結の上，労働契約書を併

せて交付する。 

（１） 給与に関する事項 

（２） 就業の場所及び従事する業務に関する事項 

（３） 労働契約の期間に関する事項 

（４） 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日並びに休暇

に関する事項 

（５） 退職に関する事項 

 

（配置等） 

第７条 学長は，法人の業務上の必要性及び本人の適性等を考慮して嘱託職員を配置する。 

２ 学長は，嘱託職員に配置の変更を命ずることがある。 

３ 前項に規定する変更を命ぜられた嘱託職員は，正当な理由がなければこれを拒むことができ

ない。 

 

（労働契約の期間等） 

第８条 嘱託職員の労働契約の期間は，個別に定める。 

２ 労働契約の期間は更新することができる。ただし，労働契約の期間は，更新期間も含め５年

を超えないものとする。 

３ 学長は，嘱託職員の年齢が満６５歳に達した日以後に到来する最初の３月３１日を超えて，

労働契約を締結又は更新することはない。 

４ 前二項の規定にかかわらず，嘱託職員が退職することにより，法人の運営に支障が生じると

学長が認める場合は，満７０歳に達した日以後に到来する最初の３月３１日以前まで労働契約

を更新することができる。 

５ 第２項の規定にかかわらず，嘱託職員が第６条第１項各号のいずれかに該当する場合は，労

働契約の期間を更新しないものとする。この場合においては，労働契約の期間が満了する３０

日前までに本人に通知するものとする。 

 

 （嘱託職員の職位及び職名） 

第８条の２ 学長は，一号嘱託職員の職務遂行のために必要と認める場合は，当該嘱託職員の任

命に当たり，その区分ごとに職位に応じた職名を発令することができる。 

２ 前項の職位及び職名は，国立大学法人大分大学職員任免規程（平成１６年規程第１５号）別

表を準用する。 

 

（区分の変更） 

第９条 別表に規定する嘱託職員の種類，分類及びその区分は，学長が必要と認める場合はこれ

らを変更することができるものとする。ただし，二号嘱託職員から一号嘱託職員へ変更するこ

とはできないものとする。 

 

（退職） 

第１０条 嘱託職員は，次の各号の一に該当する場合は，退職とする。 

（１） 労働契約の期間が満了したとき。 

（２） 自己の都合により退職を願い出て承認されたとき。 

（３） 死亡したとき。 

（４） 行方不明によって暦日により引き続き３０日を超えて勤務しないとき。 

２ 前項第４号の場合において，病気その他やむを得ない理由によるものであったと法人が認め 

るときは，退職を取り消すことができる。 

 

（自己都合による退職手続等） 

第１１条 嘱託職員は，労働契約の期間中に自己の都合により退職しようとするときは，退職を



     
 

予定する日の３０日前までに，学長に退職願を提出しなければならない。 

２ 嘱託職員は，退職願を提出した場合において，退職するまでは，従来の職務に従事しなけれ

ばならない。 

 

（解雇） 

第１２条 学長は，嘱託職員が次の各号の一に該当する場合は，これを解雇することができる。 

（１） 勤務成績又は業務能率が著しく不良で，向上の見込みがなく，他の職種又は区分に転

換できない等就業に適さないと認められるとき。 

（２） 精神又は身体の障害については，適正な雇用管理を行い，雇用の継続に配慮してもな

お業務に耐えられないと認められるとき。 

（３） 前各号に規定する場合のほか，その職種又は区分に必要な適性を欠くとき。 

（４） 法人の運営上やむを得ない事由又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事由に

より，事業の縮小・転換又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ，他の職務に転換させるこ

とが困難なとき。 

 

（解雇制限） 

第１３条 前条の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間においては解雇しない。ただ

し，第１号の場合において療養開始後３年を経過しても負傷又は疾病が治癒せず労基法第８１

条の規定によって打切補償を支払う場合はこの限りでない。 

（１） 業務上負傷し，又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びその後３０日間 

（２） 嘱託職員が，国立大学法人大分大学に勤務する職員の勤務時間，休日，休暇等に関す

る規程（平成１６規程第２１号。以下「勤務時間規程」という。）第２７条第６号及び第

７号の規定により，特別休暇を取得した期間及びその後就労を開始した日以後３０日間 

 

（解雇予告及び解雇予告手当） 

第１４条 第１２条の規定により嘱託職員を解雇する場合は，少なくとも３０日前に本人に予告

をし，又は平均賃金の３０日分の解雇予告手当を支払う。ただし，行政庁の認定を受けた場合

は，この限りでない。 

 

（退職又は解雇後の責務） 

第１５条 退職し，又は解雇された嘱託職員は，在職中に知り得た秘密を他に漏らしてはならな

い。 

 

（退職証明書） 

第１６条 退職し，又は解雇された嘱託職員が，退職証明書の交付を請求した場合は，遅滞なく

これを交付する。 

２ 前項の証明書に記載できる事項は，次のとおりとする。 

（１） 労働契約の期間 

（２） 業務の種類 

（３） 事業における地位 

（４） 給与 

（５） 退職の理由（解雇の場合は，その理由） 

３ 証明書には前項の事項のうち，退職し，又は解雇された嘱託職員が請求した事項のみを証明

するものとする。 

 

   第３章 給与 

（本給の支給） 

第１７条 嘱託職員の本給月額は，別表に規定する分類及び区分に応じた額を支給する。 

 

（本給の調整額） 

第１８条 嘱託職員には，職員就業規則の適用を受ける職員（以下「常勤職員」という。）に準



     
 

じて本給の調整額を支給する。ただし，二号嘱託職員に支給する場合は，常勤職員に支給され

る本給の調整額に３５時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数があるときは，その端数を切り捨てた額とする。）を支給する。 

 

（諸手当） 

第１９条 嘱託職員には，次の各号に掲げる手当を支給する。 

（１） 通勤手当 

（２） 単身赴任手当 

（３） 広域異動手当 

（４） 特殊勤務手当 

（５） 超過勤務手当 

（６） 休日勤務手当 

（７） 夜勤手当 

（８） 宿日直手当 

（９） 義務教育等教員特別手当 

（１０） 専門看護師等手当 

（１１） 放射線取扱主任者手当 

（１２） 手術部看護業務手当 

（１３） 看護職員等特別手当 

（１４） 教育学部附属幼稚園教育職員特別手当 

（１５） 外部資金獲得手当 

（１６） 高度救命救急センター看護業務手当 

２ 前項各号に規定する手当のほか，一号嘱託職員については，次の各号に掲げる手当を支給す

る。 

 （１） 管理職手当 

（２） 住居手当 

（３） 管理職員特別勤務手当 

 

（嘱託職員の諸手当） 

第２０条 前条に規定する各手当の支給については，次の各号に掲げる場合を除き，常勤職員に

準ずるものとする。 

 （１） 管理職手当については，次に掲げる別表の一号嘱託職員の区分の者に応じ，当該月額

を支給する。 

ア 事務・技術系の区分３に該当する者 月額４３，６００円 

イ 看護技術系の区分３に該当する者 月額４８，４００円 

 （２） 国立大学法人大分大学職員給与規程（平成１６年規程第１８号）第１６条第３項に規

定する通勤手当は，法人又は他大学を退職後，引き続き嘱託職員として法人に採用され

た者に支給する。 

（３） 単身赴任手当及び広域異動手当は，法人又は他大学を退職後，引き続き嘱託職員とし

て法人に採用された者に支給する。 

（４） 超過勤務手当については，次のとおりとする。 

ア 二号嘱託職員にあっては，勤務時間が割り振られた日（休日勤務手当が支給される日

を除く。）における割り振られた勤務時間を超えた勤務のうち，その超えた勤務の時間

とその勤務をした日における割り振られた勤務時間との合計が７時間４５分に達する

までの勤務にあっては，支給割合を１００分の１００（深夜の場合は１００分の１２５）

とする。 

イ アの支給割合に係る給与期間中の全勤務時間数に１時間未満の端数が生じた場合は，

その端数を切り上げる。 

（５） 義務教育等教員特別手当の月額は，９，７００円（附属幼稚園に勤務するものにあっ

ては，その額に２分の 1を乗じて得た額）とする。 

（６） 専門看護師等手当の額は，常勤職員に準じて支給する。ただし，二号嘱託職員に支給



     
 

する場合は，常勤職員に支給される当該手当の額に，３５時間を３８時間４５分で除し

て得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨て

た額とする。）とする。 

（７） 放射線取扱主任者手当の額は，常勤職員に準じて支給する。ただし，二号嘱託職員に

支給する場合は，常勤職員に支給される当該手当の額に，３５時間を３８時間４５分で

除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数を切り

捨てた額とする。）とする。 

（８） 手術部看護業務手当の額は，常勤職員に準じて支給する。ただし，二号嘱託職員に支

給する場合は，常勤職員に支給される当該手当の額に，３５時間を３８時間４５分で除

して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨

てた額とする。）とする。 

（９） 教育学部附属幼稚園教育職員特別手当の月額は，９，０００円とする。 

（１０） 高度救命救急センター看護業務手当の額は，常勤職員に準じて支給する。ただし，

二号嘱託職員に支給する場合は，常勤職員に支給される当該手当の額に，３５時間を

３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるとき

は，その端数を切り捨てた額とする。）とする。 

 

（給与の支払） 

第２１条 給与の支払については，常勤職員に準ずる。 

 

（旅費） 

第２２条 嘱託職員が業務上の出張を命ぜられた場合の旅費については，国立大学法人大分大学

旅費規程（平成１６年規程第３３号）を準用する。 

 

   第４章 勤務時間，休日及び休暇 

（所定勤務時間等） 

第２３条 嘱託職員の所定勤務時間は，次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 一号嘱託職員の１週間（土曜日を始まりとし，金曜日を終わりとする。以下同じ。）

の所定勤務時間は３８時間４５分とし，１日の所定勤務時間は７時間４５分とする。 

（２） 二号嘱託職員の１週間の所定勤務時間は３５時間とし，１日の所定勤務時間は７時間

とする。 

２ 嘱託職員の始業及び終業の時刻並びに休憩時間は，次のとおりとする。 

 始業時刻 終業時刻 休憩時間 

一号嘱託職員 ８時３０分 １７時１５分 １２時から１３時まで 

二号嘱託職員 ８時３０分 １６時３０分 １２時から１３時まで 

３ 業務の都合上必要があると認める場合は，前項の規定にかかわらず，始業及び終業の時刻並

びに休憩時間を変更することがある。 

４ 嘱託職員の休日は，次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 法定休日は土曜日とする。 

（２） 法定外休日は，日曜日，国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定

める休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。）とす

る。 

５ 前項にかかわらず，前項に相当する日として，学長が別に定める日を起算日とした４週間に

４日以上及び８週間ごとの期間につき１６日以上となるように置くことができるものとする。

この場合において，４週の最初の４日の休日を法定休日とし，それ以外の休日を法定外休日と

する。 

６ 業務運営上の都合により，特別の形態によって勤務する必要のある嘱託職員に対し，４週間

単位の変形労働時間制を適用することがある。 

７ 前項により４週間単位の変形労働時間制を適用する場合は，勤務時間規程第１０条第２項及



     
 

び第３項を準用する。この場合において，二号嘱託職員については，同条第２項第１号中「１

週間当たり３８時間４５分以内」とあるのは，「１週間当たり３５時間以内」と読み替えるもの

とする。 

 

（所定勤務時間以外の時間における勤務） 

第２４条 嘱託職員の所定勤務時間以外の時間における勤務については，別に定める勤務時間規

程を準用する。ただし、可能なかぎり超過勤務又は休日に勤務を命じないよう努めるものとす

る。 

 

（休暇） 

第２５条 嘱託職員の病気休暇及び特別休暇は，常勤職員に準じて取り扱うものとする。 

２ 嘱託職員の年次有給休暇の日数は，常勤職員に準じて取り扱うものとする。 

３ 年次有給休暇の単位は，１日又は半日とする。ただし，当該事業場の職員の過半数を代表す

る者と「時間単位年休に関する協定」を締結した場合は，１年（毎年１月１日を起算日とする。）

につき５日の範囲内で１時間を単位とすることができるものとする。 

４ 前項の半日は，原則として次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 一号嘱託職員については，８時３０分から１２時及び１３時から１７時１５分並びに

４時間とする。 

（２） 二号嘱託職員については，８時３０分から１２時及び１３時から１６時３０分とする。 

 

（年次有給休暇の届出） 

第２６条 年次有給休暇は，嘱託職員の届け出た時季に与えるものとする。ただし，嘱託職員の

届け出た時季に与えることが業務の正常な運営に支障を生ずると認めた場合には，他の時季に

与えることがあるものとする。 

２ 嘱託職員は，年次有給休暇を取得する場合には，あらかじめ休暇を願い出なければならない。

ただし，やむを得ない事由によってあらかじめ休暇を願い出ることが困難であったことを上司

が認めたときは，嘱託職員は事後速やかに，その事由を付して休暇を願い出ることができる。 

 

（年次有給休暇の時季指定義務） 

第２７条 年次有給休暇が１０日以上与えられた嘱託職員に対し，前条第１項の規定にかかわら

ず，付与日から１年以内に，当該嘱託職員の有する年次有給休暇日数のうち５日について，嘱

託職員の意見を聴取し，その意見を尊重した上で，あらかじめ時季を指定して取得させる。た

だし，嘱託職員が既に同項の規定による年次有給休暇を取得した場合は，当該取得した日数分

を５日から控除するものとする。 

 

（休日の振替等） 

第２８条 学長は，第２３条第４項に規定する休日に業務の都合上，勤務を命ずる必要がある場

合は，あらかじめ，当該休日を勤務日とし，当該休日を起算日とする４週間前の日から８週間

後の日までの期間内にある勤務日にこれを振り替えることができる。この場合において，法定

外休日の振替を行う場合は，半日又は時間単位で振り替えることができるものとする。 

２ 休日の振替手続は，常勤職員に準じて取り扱うものとする。 

 

   第５章 退職手当 

（退職手当） 

第２９条 嘱託職員には退職手当を支給しない。 

 

   第６章 雑則 

（職員就業規則等の規定の準用） 

第３０条 職員就業規則第１５条から第１８条まで，第３０条から第３５条まで，第３７条，第

４０条，第５７条から第６０条まで，第６１条（第７号の規定を除く。），第６２条から第７４

条まで，第７６条から第８０条まで，第８２条及び勤務時間規程第１６条，第１７条及び第２



     
 

０条の規定は，嘱託職員について準用する。 

 

（補則） 

第３１条 この規則に定めるもののほか，嘱託職員に関し必要な事項については，学長が別に定

める。 

 

   附 則 

１ この規則は，平成２５年１２月２５日から施行する。 

２ 嘱託職員に係る本給の調整額及び通勤手当については，国立大学法人大分大学職員給与規程

の一部を改正する規程（平成２６年規程第４５号）による改正後の国立大学法人大分大学職員

給与規程（平成１６年規程第１８号）の規定に準じて支給する。 

 

附  則（平成２６年規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２７年１月１日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分大

学嘱託職員就業規則（以下「新規則」という。）の規定は，平成２６年４月１日から適用する。 

（差額の支給） 

２ 平成２７年１月１日に在職する嘱託職員で，新規則の適用により，改正前の国立大学法人大

分大学嘱託職員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，

施行日以降の給与の最初の支給日にその差額を支給する。 

 

附  則（平成２７年規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

 （広域異動手当の経過措置） 

２ 広域異動手当に係る改正後の国立大学法人大分大学嘱託職員就業規則（以下「新規則」とい

う。）第２０条第１号の規定は，平成２５年１２月２５日からこの規則の施行の日の前日まで

の間に採用され，これに伴い勤務場所に変更があった嘱託職員に適用する。 

 

附 則（平成２７年規則第３１号） 
 この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年規則第６号） 
この規則は，学長が別に定める日から施行する。 

 

附 則（平成２９年規則第８号） 
 この規則は，平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年規則第１２号） 

 この規則は，平成２９年１０月１日から施行する。 

 

  附 則（平成３０年規則第１３号） 
この規則は，平成３１年１月１日から施行する。 

 
   附 則（平成３１年規則第４号） 
 この規則は，平成３１年３月２２日から施行する。 

 

  附 則（平成３１年規則第９号） 
この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年規則第３号） 



     
 

（施行期日） 
１ この規則は，令和２年２月２５日から施行する。ただし，改正後の国立大学法人大分大学嘱

託職員就業規則（以下「新規則」という。）第２０条第３号イの規定は，平成３０年２月２５

日から適用する。 

 （差額の支給） 

２ 令和２年２月２５日に在職する嘱託職員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分

大学嘱託職員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額の生じるものに対しては，同

年３月の給与の支給日にその差額を支給する。 

 

附 則（令和３年規則第４号） 
この規則は，令和３年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和４年規則第６号） 
この規則は，令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和４年規則第８号） 
この規則は，令和４年４月１日から施行する 
 

附 則（令和４年規則第１８号） 
この規則は，令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年規則第２０号） 
この規則は，令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和４年規則第２３号） 
この規則は，令和４年６月１日から施行する。 
 

附 則（令和４年規則第２６号） 
（施行期日） 

１ この規則は，令和４年７月１日から施行する。 
（教職調整額の廃止に伴う経過措置） 

２ 別表において教育（附属学校）系に分類される二号嘱託職員については，施行日から令和５

年３月３１日までの間，毎月，その者の本給月額の１００分の４に３５時間を３８時間４５分

で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨て

た額とする。以下「教職調整額相当額」という。）を１７日に支給する。ただし，１７日が就

業規則第３８条第４項に規定する休日に当たるときは，当該日の直前の休日でない日（その日

が１４日となるときは，１８日）に支給する。 

３ 教職調整額相当額については，労働者災害補償保険法(昭和２２年法律第５０号)第８条に規

定する平均賃金及び国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）に関して本給とみな

され算出の基礎となる。 

４ 教職調整額相当額は，超過勤務手当及び休日勤務手当の一部とし，当該月における超過勤務

手当及び休日勤務手当の合計額が，その月の教職調整額相当額を上回る場合は，その差額を超

過勤務手当又は休日勤務手当として支給する。 

 

附 則（令和５年規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 

 （一号嘱託職員採用に係る経過措置） 

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間，次の左欄に掲げる区分に応じ，右欄

に掲げる年齢に達した日以後における最初の３月３１日に退職し，引き続き嘱託職員としての



     
 

採用を希望する者（労務職員を除く）の第５条第２項の適用については，同項中「二号嘱託職

員として採用するものとする。」とあるのは，「一号嘱託職員又は二号嘱託職員として採用す

ることができる。」とする。 

 

 
 

  

 

 

 

（管理職手当に係る経過措置） 

３ 令和５年４月１日以前に一号嘱託職員に採用された者への管理職手当の支給額については，

次に掲げる別表の一号嘱託職員の区分の者に応じ，当該月額を支給する。 

 （１） 事務・技術系の区分３に該当する者 月額６２，３００円 

（２） 看護技術系の区分３に該当する者 月額６９，１００円 

 

附 則（令和５年規則第８号） 

 この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年規則第１３号） 

この規則は，令和６年１月１日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分大学嘱

託職員就業規則の規定は，令和５年４月１日から適用する。 

 

附 則（令和５年規則第１４号） 

この規則は，令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年規則第７号） 

この規則は，令和６年１０月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年規則第１１号） 

（施行期日） 

１ この規則は，令和６年１１月２６日から施行し，この規則による改正後の国立大学法人大分

大学嘱託職員就業規則（以下「新規則」という。）の規定は，同年６月１日から適用する。 

（差額の支給） 

２ 令和６年１１月２６日に在職する職員で，新規則の適用により改正前の国立大学法人大分大

学嘱託職員就業規則に基づき既に支給された給与との間に差額が生じるものに対しては，翌月

の給与の支給日にその差額を支給する。 

 

附 則（令和７年規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は，令和７年４月１日から施行する。 

 （二号嘱託職員に係る経過措置） 

２ 施行日の前日において，この規程による改正前の国立大学法人大分大学嘱託職員就業規則別

表第１（以下「旧別表第１」という。）に規定する二号嘱託職員のうち，事務・技術系の分類の

区分２が適用されていた職員であって，令和７年度以降も引き続き嘱託職員として労働契約の

期間の更新を希望するものについては，この規程による改正後の国立大学法人大分大学嘱託職

員就業規則第９条ただし書の規定にかかわらず一号嘱託職員の同分類に変更することができる。

なお，引き続き二号嘱託職員として労働契約の期間の更新を希望する場合は，旧別表第１の同

分類の区分２を適用する。この場合において，本給月額欄中「３１１，１００」とあるのは，

「３１９，６００」 と読み替えて適用する。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日 ６１歳 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日 ６２歳 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日 ６３歳 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日 ６４歳 



     
 
 （令和６年度末定年退職者に係る経過措置） 

３ 令和６年度末に定年退職する技術専門職員にあっては，旧別表第１に規定する二号嘱託職員

の事務・技術系の分類の区分２を適用することができる。この場合において，本給月額欄中「３

１１，１００」とあるのは，「３１９，６００」 と読み替えて適用する。 

 

附 則（令和７年規則第１１号） 

この規則は，令和７年４月１日から施行する。 



     
 
 別表（第３条，第８条の２，第９条，第１７条関係） 

 

１ 一号嘱託職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 二号嘱託職員 

分類 区分 標準的な職務 本給月額 

事務・技術系 １ 一般職員・技術職員相当の職務 237,900 

技能・労務系 １ 
自動車運転手・調理師・看護助

手・用務員相当の職務 
226,500 

教務系 １ 教務職員相当の職務 260,200 

教育（附属学

校）系 

１ 
特別支援学校に勤務する教諭相

当の職務 
302,500 

１ 上記以外の教諭相当の職務 299,100 

医療技術系 １ 

薬剤師・診療放射線技師・栄養

士・臨床検査技師・理学療法士・

作業療法士・歯科技工士・歯科衛

生士・臨床工学技士・視能訓練

士・言語聴覚士・精神保健福祉

士・社会福祉士・公認心理師・救

急救命士・技術職員相当の職務 

238,000 

看護技術系 １ 看護師相当の職務 282,000 

 

分類 区分 標準的な職務 本給月額 

事務・技術系 

１ 
係長相当・技術専門職員相当の職

務 
335,600 

２ 
副課長相当・技術専門員相当の職

務 
353,800 

３ 課長相当の職務 384,700 

医療技術系 

１ 主任相当の職務  297,700 

２ 
副薬剤部長・副技師長・副療法士

長・副技士長相当の職務 
314,000 

看護技術系  

１ 

副看護師長・特に高度の知識経験

に基づき困難な業務を処理する

看護師相当の職務 
321,000 

２ 看護師長相当の職務 333,400 

３ 副看護部長相当の職務 353,100 


